
１　総括
  (1) 人件費の状況（普通会計決算）

  (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

(注) １　職員手当には退職手当を含まない。
２　職員数は、令和3年4月1日現在の人数である。また任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））
　及び会計年度任用職員を含まない。
３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、
　会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

　(3) ラスパイレス指数の状況

(注)

※令和4年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇してい
　る場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

　(4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均２％の引下げ及び地域手当の支給割合
の見直し等に取り組むとされている。

①給料表の見直し

[　　実施　　　　未実施　　]

（給料表の改定実施時期）平成２７年４月１日
（内容）一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均２％引き下げ。激変緩和のため、３年間
（平成３０年３月３１日まで）の経過措置（現給保障）を実施。
　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施。

②地域手当の見直し
国と同様に、国東市においては不支給。

③その他の見直し内容
管理職員特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

人件費率

Ｂ／Ａ

計   　　　Ｂ 一人当たり給与費

千円

（参考）

2年度の人件費率

一人当たり給与費

％

15.2

％

4,175,709

住民基本台帳人口

　　　　　　Ａ

千円

    （令和3年1月1日）

人 千円

Ａ Ｂ

16.1

実質収支

千円

27,163

人件費

　　　　　Ｂ／Ａ

給与費

2,450,458

2　(  )書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指す。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手

当を加味した地域における国家公務員と地方公民の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補

正したラスパイレス指数。

により算出。）
（補正前のラスパイレス指数×（1+当該団体の地域手当支給率）／（1+国の指定基準に基づく地域手当支給率）

期末・勤勉手当

1,532,416

千円

5,812646,945

千円

6,006

千円

国東市の給与・定員管理等について

3年度
25,947,381

給　 料 職員手当

区分

職員数
区分

692,841

千円

歳出額

人

3　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

国との高齢層職員の相違等のため。現在、給与制度の改革を行っている途中。

(参考)類似団体平均

271,097

　数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額

1　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員

千円

　を100として計算した指数。
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和4年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

　　　　②技能労務職

(注) 1

　　　　 

2

　(2) 職員の初任給の状況（令和4年4月1日現在）

　(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和4年4月1日現在）

(注) 「－」は該当なし。また、対象経験年数との近似値職員を含む。

３　一般行政職の級別職員数等の状況

　 (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和4年4月1日現在）

(注) 1　国東市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
     2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

標準的な職務内容
１号給の
給料月額

231,500円

主事の職務 10.8％

304,200円11.5％

－

347,801円

405,049円

335,056円

378,438円

－

394,652円 342,435円

362,254円

大学卒

７級

－

361,200円

最高号給の
給料月額

国東市

-

平均給与月額

253,520円

226,500円

-

188,700円

150,600円

386,250円

中学卒

平均年齢

大分県

国東市

41.8歳

325,645円

　「平均給料月額」とは、令和4年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

大分県

42.7歳

平均給与月額
（国比較ベース）

315,904円

類似団体

-

国東市

  「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手
当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにさ
れているものである。
　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手
当等を除いたもの）で算出している。

308,762円

平均年齢

－

平均給料月額

311,062円

323,711円

平均給与月額

４級

２級

経験年数30年

高校卒

中学卒

330,751円類似団体

41.9歳

平均給料月額
平均給与月額
（国ベース）

区分

341,528円

326,100円41.9歳

国

区分 国

51.3歳

大分県

363,594円

国 － 328,416円286,570円

182,200円

321,819円

区分

188,700円

経験年数10年

154,900円

-

53.0歳

51.5歳

一般行政職

－

技能労務職
－

高校卒

大学卒

高校卒

区分

一般行政職

-

383,790円

５級

６級

３級

課長、会計管理者、所長、局長、室長、館長及び
参事の職務

9.3％

－

副主幹、係長の職務

技能労務職

区　　分

高校卒 154,900円 154,900円

152,700円

31人

－

－

経験年数25年経験年数20年

146,100円

195,500円

職員数 構成比

247,600円

319,200円

主査の職務

396,750円

－ －

－

－

主任の職務

29人

357,500円

１級

37.5％

11.9％

25人

6.7％

主幹の職務

課長、所長、局長、室長、館長、参事、課長補佐
及び主任主幹の職務

33人

444,900円

264,200円

362,900円

18人

32人

101人

350,000円

381,000円

393,000円

12.3％

289,700円

413,000円
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　 (2)国との給料表カーブ比較（行政職（一）） （令和4年4月1日現在）

※トリミングして枠線を付けた。

1級 10.8% 1級 9.8% 1級 8.7%

2級 11.5% 2級 9.1% 2級 7.6%

3級 11.9%
3級 11.3%

3級 6.1%

4級 12.3%
4級 17.0% 4級 26.7%

5級 37.5% 5級 35.8% 5級 31.4%

6級 6.7% 6級 5.3% 6級 5.1%

7級 9.3% 7級 11.7% 7級 14.4%
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　 (3) 昇給への人事評価の活用状況（国東市）

４　職員の手当の状況

　 (1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（令和3年度支給割合） （令和3年度支給割合） （令和3年度支給割合）

　　　　期末手当　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　勤勉手当
月分 月分 月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

(注) (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　○勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（国東市）

　(2) 退職手当（令和4年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算） （2％～45％加算）
１人当たり平均支給額 千円 千円

（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、令和3年度に退職した職員に支給された平均額である。

47.709

　　　上位、標準の区分

　　　標準、下位の区分

　　　標準の区分のみ（一律）

(1.45)

24.586875

１人当たり平均支給額（3年度）

2.55

○

令和4年度中における運用

1,656
－

国

2.55

国東市

職制上の段階、職務の級等による
加算措置
　・役職加算　　　　5％～20％
　・管理職加算　　10％～25％

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置
　・役職加算　　　　5％～20％
　・管理職加算　　10％～25％

一般職員

33.27075

(0.90)

管理職員

国

(1.45)

イ．　人事評価を活用している

昇給実績が
ある成績率

令和4年4月2日から令和5年4月1日までにお
ける運用

大分県

2.55 1.90
(0.90)

国東市

1.90

28.0395

1.90
(1.45) (0.90)

昇給実績が
ある成績率

支給可能
な成績率

22,447

イ．　人事評価を活用している

○

一般職員

昇給実績が
ある区分

管理職員

○

○

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

47.709

19.6695

47.709

39.7575

28.0395

47.709

　　　上位、標準、下位の成績率

　　　標準の成績率のみ（一律）

　　活用している昇給区分
昇給可能
な区分

１人当たり平均支給額（3年度）

1,648

○

職制上の段階、職務の級等による
加算措置
　・役職加算　　　5％～15％

ロ．　人事評価を活用していない

　　活用している成績率
支給可能
な成績率

○

　　活用予定時期 令和5年度

　　　上位、標準、下位の区分

○

　　　上位、標準の成績率

　　　標準、下位の成績率

○

ロ．　人事評価を活用していない

　　活用予定時期 令和5年度6月期

24.58687519.6695

39.7575

-

47.709

47.709

33.27075
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　 (3) 地域手当（令和4年4月1日現在）

％

％

％

％

％

（注）平成29年3月1日より指定地域に勤務する職員に支給。

　 (4) 特殊勤務手当（令和4年4月1日現在）

千円

円

％

　 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注)

市税等の賦課徴収に従事
する職員の特殊勤務手当

国東市税務課に勤務し、かつ、徴税吏員
証の交付を受け、市税等の賦課徴収事務
を担当する職員

1,008千円 月額4,000円

職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間

勤務職員を含む

1,104千円
月額1,000円

（救急救命士は、
月額1,500円）

福祉業務手当

18千円 月額1,500円

し尿処理作業に従事する
職員の特殊勤務手当

ごみ処理作業に従事した職員

0千円

ごみ処理作業に従事する
職員の特殊勤務手当

4千円

消防業務に従事した職員

人

職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（3年度決算）」と同じ年度の4月1日現在の総

消防業務に従事する職員
の特殊勤務手当

2,346

し尿処理作業に従事した職員

保健師が在宅結核患者の家庭を訪問し
指導に従事した職員（保健師）

0千円

1件2,000円
行旅死亡人等の死体処理
に従事する職員の特殊勤
務手当

21,523

死体処理作業に従事した職員

在宅結核患者の家庭訪問
指導に従事する職員の特
殊勤務手当

％

感染症患者の救護又は物件の処理作業
に従事した職員

10

％

％

支給実績
（3年度決算）

10

東京都特別区 20

人

千円

円0

0

支給対象職員数

020 人

支給実績（3年度決算）

0 人

大阪府大阪市

支給職員1人当たり平均支給年額（3年度決算）

16 ％0

％

精神病患者の護送等に従事する職員で
特に身体に危害を受けるおそれがあると
き

支給率

人 16

福岡県福岡市 10

支給実績（3年度決算）

市福祉事務所に勤務し、生活保護を担当
する職員

140千円

月額4,000円
（従事期間が月の2
分の1未満の場合

月額2,000円）

月額1,500円

大規模災害の発生区域において、消防組
織法（昭和22年法律第226号）第39号第1
項に規定する相互の応援に基づく消防活
動に従事した職員又は同法第45条第1項
に規定する緊急消防援助隊として消防活
動に従事した職員

支給実績（2年度決算）

198

1日1,680円

96,279

25.3

1日600円以内で
市長が定める額

72千円

1日700円
※新型コロナウイル
ス感染症にかかる
作業については
3,000円若しくは

4,000円

月額3,000円

0千円

緊急消防援助隊の業務に
従事する職員の特殊勤務
手当

0千円

社会福祉業務に従事する
職員の特殊勤務手当

感染症防疫作業に従事す
る職員の特殊勤務手当

支給職員1人当たり平均支給年額（3年度決算）

支給職員1人当たり平均支給年額（2年度決算）

86,070

224

国の制度（支給率）

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（3年度）

支給職員1人当たり平均支給年額（3年度決算）

支給実績（3年度決算）

支給対象地域

左記職員に対する
支給単価

手当の名称 主な支給対象職員及び支給対象業務
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　 (6) その他の手当（令和4年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（令和4年4月1日現在）

円 円/ 円
円 円/ 円
円 円/ 円
円 円/ 円
円 円/ 円

月分

月分

　（支給時期）

円 　　任期毎

円 　　任期毎

(注)

２　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年=48月）

22,220

-

7,621,200

　　副市長7％（平成25年9月1日から平成26年5月31日までは市長20％、副市長10％）を減額して

49,090

122,120

14,787

-

-

2,133

千円

38,086

千円

異

支給単価が異
なる

１　給料及び報酬の（　　）内は、減額措置を行う前の金額である。平成23年4月1日から市長15％、

505,000

16,280,000

304,000

給料月額×290/100×勤務年数

支給職員1人当たり
平均支給年額
（3年度決算）

0

休日等において、正規の勤務時間中に勤
務した時間に対し、勤務1時間あたりの給
料額に100分の135を乗じた額

異なる内容

異

副 議 長

264,000

3.25

退
職
手
当

390,000
340,000

　　勤めた場合における退職手当の見込額である。

議 員

同

同

(657,000）

450,000
420,000

千円

3.25
期
末
手
当

691,900

（参考）類似団体における最高／最低額

副 市 長

　　（4年度支給割合）
320,000

副 議 長
議 員
市 長

との異同

35,293

扶養手当

611,010副 市 長
市 長 563,300

同宿日直手当

給
料

内容及び支給単価

給　料　月　額　等

931,000
571,000

250,000

　　支給している。

　　（算定方式）

238,439

給料月額×500/100×勤務年数

775,000

支給単価が異
なる

配偶者6,500円、子10,000円、その他の扶
養親族6,500円（配偶者がない場合1人
目：子10,000円、その他の扶養親族6,500
円）、特定期間の加算5,500円

0

千円

(814,000）

議 長

市 長

　　（4年度支給割合）

　（１期の手当額）

副 市 長

区 分

報
酬

住居手当

通勤手当 ・交通用具利用者　通勤距離に応じて
1,000～41,200円（但し、市外居住者への
支給は24,100を上限とする）

宿日直勤務1回につき4,400円
（勤務時間が5時間未満の場合は2,200
円）

正規の勤務時間として午後10時から翌午
前5時まで勤務した時間に対し、勤務1時
間あたりの給料額に100分の25を乗じた額

夜間勤務手当

休日勤務手当

管理職手当

議 長

194,557

課長級：7級50,000円、6級35,000円
参事級：20,000円
の定額支給

異

・交通機関利用者　実費支給（最高55,000
円）

55,080

108,365

千円

距離区分・金
額が異なる

国の制度

（3年度決算）

異

支給実績

千円

支給額が異な
る 541,952

手　当　名

千円

国の制度と

・借家：月額12,000円を超える家賃額に応
じて最高27,000円（但し、市外居住者への
支給なし）

6



６　職員数の状況

　(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年4月1日現在）

＜参考＞
人
人）

＜参考＞
人
人）

＜参考＞
人

(注) １　職員数は一般職に属する職員数である。
２　[     ]内は、条例定数の合計である。

(2) 年齢別職員構成の状況（令和4年4月1日現在）

(3)職員数の推移

（単位：人、％）

人( %)

人( %)

人( %)

人( %)

人( %)

人( %)

(注) １　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

一般行政

87

744総合計

29年

280

58

公営企業等会計計

425

319

普通会計計

310 318 312

405429

消防

0

主な増減理由

教育

（類似団体の人口1万当たり職員数

11

令和3年
　　　　　　　　区分
　　部門

280

30年

152.58

欠員

1 休職、休職復帰

職 員 数

欠員
（類似団体の人口1万当たり職員数 99.21

業務増
76.04

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　

29

0

100.21

271

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　270.12

▲ 14

人

35歳

0

424

欠員補充

人

51歳

61

2年31年

59歳47歳 55歳

3年

人

85

43歳

4年
過去5年間

人口1万当たり職員数　　　　　　　　　　

306

89

[    0 ］

266

31

49
88

衛　　生

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

病　　院 259
8

小　計

89
36

260

312

56

▲ 3

▲ 3

～

62

人

59

0

～

408

水　　道

▲ 3

8

1
0

51
消防部門

▲ 1

小　計

一
般
行
政
部
門 27

令和4年
4

88

民　　生

022

4

農林水産 29
労　　働

22

3
職員数

人 人

6977

人

7

266

▲ 20

49 51

88

270

の増減数（率）

717

▲ 5.0

▲ 12.1

人人

71755

1.2

312

739

人

79 58

89

▲ 7

75

人

730 734

89

～ ～

人 人

63 85

39歳

276

87

416

720

教育部門

23歳

0交　　通
下　水　道

24歳

405

合　　計

312

11

56

2

～ ～

0

0
0

28歳 32歳

717 720

36歳

[ 909 ]

以上

▲ 189

計

そ　の　他
～～

27歳

～

36

計

60歳

区　分

20歳 20歳

未満

～

31歳

24

[ 909 ]

270

事務統廃合（支所減員）
事務統廃合

普
通
会
計
部
門

議　　会

商　　工
31

▲ 2

1
税　　務

0

87
0

土　　木

対前年
増減数

総　　務

▲ 4

58

1

52歳44歳 56歳40歳

▲ 3.6

▲ 4.7

▲ 7

408

48歳

▲ 27

▲ 2.2

1

年 度
部門別

２０ ２０ ２４ ２８ ３２ ３６ ４０ ４４ ４８ ５２ ５６ ６０
歳 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 歳
未 ２３ ２７ ３１ ３５ ３９ ４３ ４７ ５１ ５５ ５９ 以
満 上

0

2

4

6

8

10

12

14

構成比
5年前の構…

%
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７　公営企業職員の状況

　(1) 病院事業

　　　　①職員給与費の状況

　　　　ア　決算

（参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 ％ ％

Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(注) １　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、令和3年4月1日現在の人数である（病院事業管理者を含む）。また、任期付短時間勤務職員

　（再任用職員（短時間勤務））を含み、会計年度任用職員を含まない。

３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれているが、

　会計年度任用職員の給与費は含まれていない。

　　　　イ　特記事項

特になし

　　　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和2年4月1日）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当を含む。

　　　　③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

1人当たり平均支給額（3年度） 1人当たり平均支給額（3年度）

千円 千円

（3年度支給割合） （3年度支給割合）

）月分 ）月分 ）月分 ）月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％

（注）　（　　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（令和4年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年
勤続20年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続25年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続35年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置
（2％～30％加算）

１人当たり平均支給額 千円 １人当たり平均支給額 千円
（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、令和3年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当　なし

6,875 4,618

1.450 0.900 － －

－

病院事業 団体平均

病院事業 団体平均

1,482 1,414

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

6,465 7,079

団体平均 42.8歳 328,525円 586,067円

3年度
263 991,997 318,666 389,746 1,700,409

区分 職員数 給　与　費(賃金・報酬を含まない） （参考）団体平均
一人当たり給与費給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ 給与費Ｂ／Ａ

める職員給与費比率

3年度
3,857,177 968,740 1,970,484 51.1 53.4

総費用

実質収支 (賃金・報酬含む） 職員給与費比率 2年度の総費用に占

職員給与費 総費用に占める区　分

平均月収額

純損益又は

2.550 1.900 － －

一人当たり

区分 平均年齢 基本給

28.0395

39.7575

47.709

－ －
－ －
－ －

24.586875
33.27075

47.709
47.709 －

－

病院事業 40.7歳 314,320円 437,814円

19.6695

－
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エ　特殊勤務手当（令和4年4月1日現在）
千円

 　円

　 ％

看護師 千円

看護師等 千円

助産師 千円

医師 千円

医師 千円

医師 千円

医師 千円

医師 千円

医師 千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

看護師等 千円

千円

看護師 千円

看護師・薬剤師 千円

オ　時間外勤務手当

(注) 1　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（令和4年4月1日現在）

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 副師長・役職主任手当 648 6,000円・4,000円

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 看護職員処遇改善手当 832 14,000円・6,000円

看護師・理学療法
士・作業療法士・言
語聴覚士

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 医師 産業医手当 550
事業者から支払われた委託料から
消費税を除いた額

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 医師・看護師等 新型コロナウイルスワクチン接種従事者手当 20,976 13,500円・10,000円・4,050円・1,757円

単価 23,446 千円 426,302宿日直手当

医　師　36,000円（主直）
　　　　　10,000円（副直）
看護師　7,300円
その他　5,400円

異

 一般行政職
 の制度と異
 なる内容

支給実績
（3年度決算）

千円

国東市と同じ 同

国東市と同じ

円

124,312 円

病院長　給料月額の20％
　　　　　（上限16万円）
副院長　給料月額の20％
　　　　　（上限16万円）
事務部長・看護部長
　　　　　給料月額の20％以内
副看護部長・副診療技術部長・総
括技師（士）長　45,000円
上記以外の管理職　35,000円

異

千円

千円 611,568 円

12,555

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 待機手当 362 1日につき1,000円

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 イベント・必須研修参加手当 1000円・2000円

新型コロナウイルス感染症接触手当 11,492

15

支給実績（3年度決算） 129,586

支給職員1人当たり平均支給年額（3年度決算） 498

職員全体に占める手当支給職員の割合（3年度） 98.9

手当の種類（手当数）

121,381

10,278 千円

支給実績（3年度決算）

153,412

単価 12,842管理職手当

円

住居手当

夜間勤務手当 国東市と同じ 同

円

20,891

通勤手当 国東市と同じ 同 29,495 千円

248,707 円

千円45,245

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 １体につき1,000円

手当の名称 左記職員に対する支給単価主な支給対象業務

死体処置に従事した職員 309

主な支給対象職員 支給実績（3年度決算）

１件300円

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 7,300円/回、2,500円/回夜間看護業務従事者

分娩に携わった助産師

26,810

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 給料月額の2～3％/6～8％（上限75,000）

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当

各科医長手当/各科部長手当 5,099

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 給料月額の14％

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 給料月額の20％医療研究に従事する医師

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 １名につき100円/日

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当
執刀医・手術点数の2％、助手・1％

麻酔点数の2％
手術手当/麻酔手当

入院手当 5,191

１日につき10,000円へき地中核病院事業の無医地区巡回診療手当

診療手当

380

3,812医師 500円・1,000円・3,000円

支給実績（2年度決算） 45,684

支給職員1人当た
り平均支給年額
（3年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（2年度決算） 170,462 円

手当名

千円

内容及び支給単価
 一般行政
 職の制度
 との異同

172,034 円

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当

医師手当 19,891

24,461

扶養手当 同

職員1人当たり平均支給年額（3年度決算）

医師・看護師等

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 資格手当 2,513 1名につき15,000円

全職員

3,925

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 10000円・4000円・2000円

市民病院に勤務する職員の特殊勤務手当 放射線技師・臨床検査技師 呼出手当 936 1日につき1,620円
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　(2) 水道事業

　　　　①職員給与費の状況

　　　　ア　決算

（参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 ％ ％

Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(注) １　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、令和3年4月1日現在の人数である。

3　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれる。

　　　　イ　特記事項

特になし

　　　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和4年4月1日）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当を含む。

　　　　③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　 千円　

（令和3年度支給割合） （令和3年度支給割合） （令和3年度支給割合）

　　　　期末手当　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　勤勉手当
月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　（　　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（令和4年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年
勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分
勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分
勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置
（2％～30％加算） （2％～30％加算）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円
（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、令和3年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当　なし

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置
　・役職加算　　　5％～15％

１人当たり平均支給額（3年度）

職制上の段階、職務の級等による
加算措置
　・役職加算　　　5％～15％

(1.45) (0.90) (1.45) (0.90)

726 1,648

2.55 1.90 2.55 1.90

１人当たり
平均支給
額

22,391
千円

28.0395 33.27075
39.7575 47.709

- -

47.709

39.4歳 237,153円 324,684円
団体平均 45.5歳 335,492円 501,390円

24.586875 19.6695

47.709
47.709

国東市（水道事業）

47.709 47.709

国東市（水道事業） 国東市（一般行政職）

１人当たり平均支給額（3年度） １人当たり平均支給額（3年度）

- 22,447

6,029

33.27075
24.586875

3,885

1,458

－

28.0395

団体平均

区分 平均年齢

39.7575

－

基本給 平均月収額

国東市（水道事業） 国東市（一般行政職） 団体平均

19.6695

3年度
9 25,455 2,980 6,532 34,967

区分 職員数 給　与　費(賃金・報酬を含まない） 一人当たり （参考）団体平均
一人当たり給与費給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ 給与費Ｂ／Ａ

3年度
352,482 4,960 35,066 9.9 11.1

実質収支 (賃金・報酬含む） 職員給与費比率 2年度の総費用に占

める職員給与費比率

区　分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める
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エ　特殊勤務手当（令和4年4月1日現在）
千円

 　円

　 ％

千円

千円

オ　時間外勤務手当

(注) 1　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（令和4年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

同住居手当

扶養手当

宿日直手当

夜間勤務手当

管理職手当

通勤手当

配偶者6,500円、子10,000円、
その他の扶養親族6,500円（配
偶者がない場合1人目：子
10,000円、その他の扶養親族
6,500円）、特定期間の加算
5,500円

747 149,220

正規の勤務時間として午後10
時から翌午前5時まで勤務した
時間に対し、勤務1時間あたり
の給料額に100分の25を乗じ
た額

・借家：月額12,000円を超える
家賃額に応じて最高27,000円
（但し、市外居住者への支給
なし）

779 86,473

-
宿日直勤務1回につき4,400円
（勤務時間が5時間未満の場
合は2,200円）

同

課長級：7級50,000円、6級
35,000円
参事級：20,000円
の定額支給

千円

78,750

-

千円

千円

・交通用具利用者　通勤距離
に応じて1,000～41,200円（但
し、市外居住者への支給は
24,100を上限とする）

・交通機関利用者　実費支給
（最高55,000円）

-

千円

0 0

支給実績
（3年度決算）

同

同

同

支給職員1人当た
り平均支給年額
（3年度決算）

職員1人当たり平均支給年額（2年度決算） 327 千円

手当名
 一般行政
 職の制度
 との異同

 一般行政職
 の制度と異
 なる内容

2　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の4月1日現在の

総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間

職員1人当たり平均支給年額（3年度決算） 145 千円
支給実績（2年度決算） 2,939 千円

支給実績（3年度決算） 1,298 千円

-

千円

158
同

内容及び支給単価

勤務職員を含む

0 0

-

千円

0 0

-

― ― － ―

―

―

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績（30年度決算） 左記職員に対する支給単価

― ― － ―

支給職員1人当たり平均支給年額（3年度決算） －

職員全体に占める手当支給職員の割合（3年度） －

手当の種類（手当数）

支給実績（3年度決算） －
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　(3) 下水道事業

　　　　①職員給与費の状況

　　　　ア　決算

（参考）

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

千円 千円 千円 ％ ％

Ａ

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(注) １　職員手当には退職手当を含まない。

２　職員数は、令和3年4月1日現在の人数である。

3　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれる。

　　　　イ　特記事項

特になし

　　　　②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（令和4年4月1日）

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当を含む。

　　　　③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　 千円　

（令和3年度支給割合） （令和3年度支給割合） （令和3年度支給割合）

　　　　期末手当　　　　勤勉手当 　　　　期末手当　　　　勤勉手当
月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　（　　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（令和4年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 応募認定・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年
勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分
勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分
勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置
（2％～30％加算） （2％～30％加算）

１人当たり平均支給額 千円 千円 １人当たり平均支給額 千円 千円
（注）　退職手当の1人当たり平均支給額は、令和3年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当　なし

6,569
- - - 22,447 千円

47.709 39.7575 47.709
47.709 47.709 47.709 47.709

19.6695 24.586875 19.6695 24.586875

１人当たり
平均支給
額

28.0395 33.27075 28.0395 33.27075
39.7575

(1.45) (0.90)

職制上の段階、職務の級等による
加算措置
　・役職加算　　　5％～15％

職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置
　・役職加算　　　5％～15％ －

国東市（水道事業） 国東市（一般行政職） 団体平均

1,080 1,648 1,435

－2.55 1.90 2.55 1.90
(1.45) (0.90)

国東市（水道事業） 国東市（一般行政職） 団体平均

１人当たり平均支給額（3年度） １人当たり平均支給額（3年度） １人当たり平均支給額（3年度）

国東市（水道事業） 55.0歳 308,683円 445,547円
団体平均 43.9歳 331,629円 493,022円

5,921

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

3年度
8 28,107 4,912 8,636 41,655

区分 職員数 給　与　費(賃金・報酬を含まない） 一人当たり

5,207

（参考）団体平均
一人当たり給与費給料 職員手当 期末・勤勉手当 計　　Ｂ 給与費Ｂ／Ａ

める職員給与費比率

3年度
831,018 0 48,244 5.8 5.3

実質収支 (賃金・報酬含む） 職員給与費比率 2年度の総費用に占

区　分 総費用 純損益又は 職員給与費 総費用に占める
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エ　特殊勤務手当（令和4年4月1日現在）
千円

 　円

　 ％

千円

千円

オ　時間外勤務手当

(注) 1　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（令和4年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

<総務省ホームページアドレス（地方公共団体給与情報等公表システム）>
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/j-k_system/index.html

0

宿日直手当
宿日直勤務1回につき4,400円
（勤務時間が5時間未満の場
合は2,200円）

同 -

千円

0 0

550 550,000

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後10
時から翌午前5時まで勤務した
時間に対し、勤務1時間あたり
の給料額に100分の25を乗じ
た額

同 -

千円

0

・交通用具利用者　通勤距離
に応じて1,000～41,200円（但
し、市外居住者への支給は
24,100を上限とする）

管理職手当

課長級：7級50,000円、6級
35,000円
参事級：20,000円
の定額支給

同 -

千円

通勤手当

・交通機関利用者　実費支給
（最高55,000円）

同 -

千円

828 91,967

住居手当

・借家：月額12,000円を超える
家賃額に応じて最高27,000円
（但し、市外居住者への支給
なし）

同 -

千円

1,453 132,048

扶養手当

配偶者6,500円、子10,000円、
その他の扶養親族6,500円（配
偶者がない場合1人目：子
10,000円、その他の扶養親族
6,500円）、特定期間の加算
5,500円

同 -

千円

1,528 254,584

2　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の4月1日現在の

総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間

勤務職員を含む

手当名 内容及び支給単価
 一般行政
 職の制度
 との異同

 一般行政職
 の制度と異
 なる内容

支給実績
（3年度決算）

支給職員1人当た
り平均支給年額
（3年度決算）

支給実績（2年度決算） 1,560 千円
職員1人当たり平均支給年額（2年度決算） 156 千円

支給実績（3年度決算） 1,875 千円
職員1人当たり平均支給年額（3年度決算） 235 千円

― ― ― － ―

― ― ― － ―

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績（30年度決算） 左記職員に対する支給単価

支給実績（3年度決算） －

支給職員1人当たり平均支給年額（3年度決算） －

職員全体に占める手当支給職員の割合（3年度） －
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